[bookmark: _GoBack]（様式１号）
被害漁具・被害施設の回収処分管理簿
事業実施者名　　　　　　　　　　　　　
	船名
	回収漁具・施設
	回収漁具・施設の陸揚
	処分方法
	処分費用
	廃棄業者名
	備考

	
	種類
	量・㎏
	揚日
	港名
	
	運賃
	処分費
	計
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


　注１　被害漁具・施設処分の回収作業、記録写真（日付記入）を添付すること。
　注２　処分費用の領収書を添付すること。

（様式２号）
共同利用漁具・施設及び代替漁具の購入・資機材購入管理簿（請求書及び領収書関係）

	漁業種類
	事業実施者名



	納品（購入先）業者名
	納品書・
請求書№
	年　月　日
	請求金額
（円）
	領収書№
	年　月　日
	支払金額
（円）
	残 金
（円）
	備　考

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　



（様式３号）
共同利用漁具・施設の助成金算定書

	漁業種類
	事業実施者名



	納品年月日
	品名
	単価（円）
	数量
	金額（円）
	納品（購入先）
業者名
	領収書№
	備考

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	
	
	
	購入合計額　①
	　
	
	
	

	
	
	
	
	算定額
	　
	　
	
	
	

	
	
	
	
	①の定額
	　
	円
	
	
	

	
	
	
	
	①の１／２以内
	円
	
	
	

	
	
	
	
	　
	　
	（１円未満切り捨て）
	
	
	




（様式４号）
誓　約　書

　本船は、公益財団法人　沖縄県漁業振興基金が事業主体で、○○○漁業協同組合が事業実施者となり実施する、沖縄漁業基金事業（漁具被害復旧支援事業）に参加し、漁具等の回収・処分作業を誠実に行うことを誓約いたします。
　なお、当該事業について発生したすべての海難事故に対する損害（第三者に及ぼした損害を含む）のために必要を生じた費用は、一切を本船が負担します。

平成　　年　　月　　日

○　○　○漁業協同組合
　代表理事組合長　○　○　○　○　殿

代表者住所　　　　　　　　　　　　　　
氏　　　名　　　　　　　　　　　　　印

＜事業実施船明細＞
	船名
	第○○○丸

	漁船登録番号
	○○○－○○○○○

	船舶所有者
	

	住所
	○○県○○市　○○○○番地○

	氏名
	○　○　○　○

	総トン数
	○○．○○トン

	機関種類・馬力
	○○○馬力

	所属漁業協同組合
	○○○漁業協同組合

	連絡先電話・陸上
	○○○○－○○○－○○○○

	　　　　　・船舶
	○○○○－○○○○－○○○○




（様式５号）
同　意　書

公益財団法人　沖縄県漁業振興基金
　理事長　　○　○　○　○　殿


　平成○年○月○日発生した（漁具・漁業施設）被害について、原因者が判明したときは
公益財団法人沖縄県漁業振興基金（以下「財団」という。）へ、その旨を通知します。
　また、原因者又は補償機関等から示談及び和解金の損害賠償等の支払いがあったときには、財団の行う、沖縄漁業基金事業（漁具被害復旧支援事業）で助成された額を上限とし、取立てに要した経費等を控除したのちの額を、既に助成を受けた助成率をもって按分した額を財団に速やかに返納することを同意いたします。

　平成　　年　　月　　日

	所属団体名
	

	住所
	

	氏名
	印


















別記様式第１２号（第２２第３項関係）

財　産　管　理　台　帳

事業実施主体名
	事業実施年度
	平成　　年度
	農林水産省所管
　水産関係民間団体事業補助金
　（沖縄漁業基金事業）



	取得財産の内容
	負担区分
	処分制限時間
	処分の状況
	摘要

	財産名
	取　得
年月日
	取得
金額
	国　庫
助成金
	事業実
施主体
	その他
	耐用
年数
	処分制限
年月日
	承　認
年月日
	処　分
の内容
	

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	



（注）１処分制限年月日欄には、処分制限の終期を記入すること。
　　　２処分の内容欄には、譲渡、交換、貸付け、担保提供等別に記入すること。
　　　３摘要欄には、譲渡先、交換先、貸付け先及び抵当権等の設定権者の名称又は助成金返還額を記入すること。
　　　４この様式により難い場合には、処分制限期間欄及び処分の状況欄を含む他の書式をもって財産管理台帳に代えることができる。
